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中国エレクトロニクス産業と　　
　 日本メーカーの事業戦略 2002年版

<家電・ＩＴ産業の実態>

最大の成長市場にして世界の工場！中国のエレクトロニクス産業を完全解明！

　エレクトロニクスメーカーの対中投資はＷＴＯ
加盟後も引き続き好調に推移している。最近では
「世界の工場」としての投資に加え、「世界最大の
成長市場」を目指しての投資も活発化している。
質量とも驚異的な伸びを示している中国のエレク
トロニクス産業は、今後、ＷＴＯ加盟によって国
際市場の荒波にさらされることになるが、東南ア
ジアに比べて賃金が四分の一という強みを背景
に、高品質・低価格製品を生みだし、国際社会の
中で一段と競争力をつけていくと思われる。
　本調査資料は、最新の統計データなどを用いて
中国のエレクトロニクス産業の概要をみていくほ
か、ＷＴＯ加盟が同産業に及ぼす影響や今後の対
応なども明らかにします。また、日系エレクトロ
ニクスメーカーの現地生産状況や今後の事業計画
をはじめ、各社の現地法人・概要や生産・納入状
況など、日本メーカーにおける中国戦略を調査・
報告します。貴社にて是非ご利用下さい。

発刊にあたり

《 内 容 見 本 》「中国エレクトロニクス産業と日本メーカーの事業戦略2002年版」より

親会社（日本企業名） 現　地　拠　点　名 所在地 生　産　品　目 操業時期
エルナー㈱ 立揚電子（蘇州）有限公司 江蘇省呉江市 チップタンタルコンデンサ 2000年8月

設立
オーナンバ㈱ 欧南芭電子配件（昆山）有限公

司 江蘇省昆山市 電気機器用ワイヤーハーネス・電源コー
ド 95年4月

オプトレックス㈱ 張家港光王電子有限公司 江蘇省張家港
市 中小型TN／STN方式液晶パネル 95年8月

オプトレックス㈱ 張家港保税区光王電子有限公司 江蘇省張家港
市 STN方式液晶パネル、TN方式液晶パネル 98年3月

沖電気工業㈱ 常州沖電気国光通信機器有限公
司 江蘇省常州市 PBX（構内交換機）、デジタルビジネス

ホン等の情報通信機器 97年6月

キヤノン㈱ 佳能蘇州有限公司 江蘇省蘇州市 カラー・モノクロデジタル複写機 2002年7月
キヤノンアプテックス
㈱

キヤノンアプテックス（蘇州）
有限公司 江蘇省蘇州市 事務機周辺機、付属品・部品 2002年7月

北村機電㈱ 宜興北鷹電子有限公司 江蘇省宜興市 EIトランス、スイッチングトランス、ラ
インフィルタ 96年2月

銀河電機工業㈱ 南京銀河馬達有限公司 江蘇省南京市 小型モータ、モータ応用製品 95年4月
KOA㈱ 興亜電子（太倉）有限公司 江蘇省太倉市 厚膜チップ抵抗器 2000年10月

サンケン電気㈱ 三墾力達電気（江陰）有限公司 江蘇省江陰市 VVVF（定電圧定周波電源装置）、UPS
（無停電電源装置） 2000年1月

サン電子工業㈱ 南通太陽電子工業有限公司 江蘇省南通市 リード付アルミ電解コンデンサ 94年5月

桜井電子工業㈱ 彩虹桜光電子有限公司 江蘇省昆山市 ブラウン管電子銃用金属精密細管（ス
リーブ） 93年10月

三光化成㈱ 三光化成塑膠（蘇州）有限公司 江蘇省蘇州市 電子部品、通信機器、OA機器、光学機
器、フレキシブルプリント基板 96年8月

三洋電機㈱ 蘇州三洋機電有限公司 江蘇省呉県 自転車用発電ランプ、関連部品 94年10月

三洋電機㈱ 三洋家用電器（蘇州）有限公司 江蘇省蘇州市 掃除機、掃除機用モータ、扇風機用モー
タ 96年6月

三和化工㈱ 常州春和橡塑化工有限公司 江蘇省常州市 ゴムスポンジ、プラスチック発泡製品、
空調用インナードレインホース 2000年7月

信越ポリマー㈱ 蘇州信越聚合有限公司 江蘇省蘇州市 導電シリコンゴムスイッチ（ラバーコン
タクト） 94年10月

シークス㈱ Suzou  Grand  Pacific
Optoelectronics  Co.,Ltd. 江蘇省蘇州市 携帯電話用STN方式LCDモジュール 2000年11月

ジオマテック㈱ 吉奥馬科技（無錫）有限公司 江蘇省無錫市 液晶プロジェクタ用光学多層膜ミラー、
フィルターなど光学機器部品

2003年1月
予定

第Ⅰ－5表　江蘇省における主要日系メーカーの生産状況⑵
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289.6万台 456.9万台

第Ⅱ-25図　2001年の中国デスクトップ型パソコン販売台数シェア
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第Ⅱ-26図　中国のノート型パソコン販売台数推移
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住          所：〒

電          話：
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Ｆ ａ ｘ：
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◆ 申 込 方 法
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○チェック自動車産業レポート
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第Ⅱ部　日本メーカーの中国への地域別／
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　　Ⅰ－７　浙江省

◆第Ⅰ部　中国エレクトロニクス産業の概況
　第Ⅰ部では、最新の統計データなどを用いて中国のエレクトロニクス産業の沿革、現況、産業政策、投資環境を
明らかにすると共に、海外メーカーの中国戦略を報告します。また、ＷＴＯ加盟がエレクトロニクス産業に与える
影響をみていきます。
◆第Ⅱ部　日本メーカーの地域別／製品別中国進出状況　　
　第Ⅱ部では、日本のエレクトロニクスメーカー各社の中国における現地生産状況を地域別、部品別に分けてみて
いくほか、現地メーカーへの委託生産状況につていも調査・整理します。
◆第Ⅲ部　主要メーカー別中国生産状況と事業戦略
　第Ⅲ部では、日本の主要エレクトロニクスメーカー各社の中国戦略を現地での生産状況、今後の事業展開を基に
調査・詳報します。また、日系メーカーの現地生産拠点の会社概要、生産体制、現地での主要取引先および部品納
入状況、今後の事業展開なども調査・整理します。
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部


